
―　23　―

I　英国の都市経営における「欧州」と「文化」

II　『バーミンガムのルネッサンス（再生）』

（2003年）を読む

　　a） 産業構造の改革

　　b） 中心市街地の再開発

　　c） コミュニティ再生への投資

III　バーミンガムにおける「欧州」と「文化」

の射程

I　英国の都市経営における「欧州」と
　「文化」

　英国の都市政策をめぐる議論においては，近

年になって新たに重要度を増してきた論点がい

くつかある。その中で，欧州との関係を政策の

視野に入れるという論点と，文化事業を通じた

都市の活性化という論点は，本来相互に独立し

ながら，それぞれに展開され，重要性を増して

きたものである1）。

　例えば，2012年夏季五輪のロンドン開催が

決定したことは（その直後の連続爆弾テロ事件

とともに），英国にとって 2005年の大きなニュ

ースの一つとなった。五輪への立候補自体が都

市を主体として行われるものと通常認識される

ことや，招致活動のポスターなどが大ロンドン

市の各所で大々的に掲出されていたことを想起

すれば，この五輪招致活動は，2000年の大ロ

ンドン市復活以来，様々な形で展開されてきた

一連の都市活性化策の頂点に置かれたものと見

ることもできる。首都ロンドンにとっても，

（五輪は欧州に限ったものではないが）国際化

対応と文化事業政策は，都市経営において重要

な課題となっているのである。

　当然ながら，「帝国の首都」としての機能を

もち，国際化においても文化においても高い機

能をもっていたロンドンとは異なる次元におい

てではあるが，他の英国の諸都市も，国際化，

特に「欧州」との関係や，文化事業を切り口と

した諸政策を，近年では重視しつつある。特に，

1997年にそれまでの保守党政権に代わって労

働党のブレア政権が成立し，地方分権化への動

きが加速してからは，そうした傾向が強まって

きている。しかし，もともと，1973年に英国

が当時の欧州共同体（EC）＝現在の欧州連合

（EU）（以下，言及される時期に関係なく，EU

が成立した 1993年以前における ECへの言及

も含めて「EU」に統一して表記する2））に参

加する前後から，英国の諸都市，とりわけある

程度以上の規模を持った地方の産業都市にとっ
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て，欧州との関係は大きな関心事となってきた。

統合への参加の結果として新たに課される EU

共通の地域政策が，個々の都市にどのような影

響を与えるのか，また，英国の都市政策にどの

ような変化を起こすのか，英国の各都市の行政

担当者は強い関心を寄せた。より具体的には，

従来からの中央政府の補助金等に加え，EUか

ら投じられる資金の受け皿となるべく各都市が

しのぎを削るようになってきたのである3）。

　英国に限らず，EUの中で経済的優位にある

諸国の国内世論には，EUの補助金政策につい

て，自国の拠出した分担金が EU圏内の経済的

に立ち後れた諸国に垂れ流されるだけなのでは

ないか，という懐疑が根強く存在しており，例

えば EUの東方拡大に関連して，こうした議論

がしばしば蒸し返されてきた。このため，各国

政府も，また EU側も，自国内の低開発地域に

対する EU資金の環流に努めており，構造的な

不振に陥ってきた古くからの産業都市などに対

する EU資金の投下が進められてきた。

　英国の場合，EUが積極的に地域政策に取り

組み始めた 1970年代以降の変化を，地方都市

の立場に立って捉えれば，一方ではサッチャリ

ズムの時期4）以来，各種の補助金などの形で提

供される中央政府から資金が後退してきたとこ

ろに，新たな資金的枠組みとして EU資金が登

場したということになる。こうして英国の各地

域へ投下されることになる EU資金は，結局の

ところ英国の負担する分担金の部分的な環流に

過ぎないとしても，この資金は「欧州からの贈

物」と位置付けられ，政治的に言説化されてき

た。競争的な性格をもつ資金導入のためには，

欧州とのつながりや，欧州というスケールのコ

ンテクストを強調した言説に溢れたテキストが

用意されて，（都市の立場から見て）対外的（対

EU，対中央政府）にも，対内的（対市民）に

も広報努力が積み上げられるようになっている。

　もともと，東海岸の港湾都市などは，定期航

路の存在などもあって歴史的に欧州との関係を

意識した都市経営を行ってきた面があったが，

今や，リヴァプールのように従来むしろ米国を

意識することが多かった西海岸の港湾都市や，

本稿で取り上げるバーミンガムのような内陸の

産業都市も，EU資金を意識し，こぞって欧州

の一員としてのアイデンティティを表明し始め

ている。そうした言説は，とってつけたような

擬態に過ぎないと見ることもできるが，他方で

は，こうした言説の反復的な量産が，都市行政

の現場や一般市民の間に，意識の変化をもたら

しつつあると考えることもできるだろう。

　「文化」というキーワードが都市経営のみな

らず，経済活動の理解の上で重要な，あるいは

決定的な要素として注目されるようになってき

た過程は，かなり以前にまで溯ることができる。

経済のサービス化，ソフト化，あるいは脱産業

化といった文脈における議論は，英国を含めた

先進諸国の経済がそのような方向で実体的に変

化していく中で，都市経営の上でも重要な課題

となってきた。人口なり，経済規模で計測され

る都市の規模は，直接的には税収を柱とした都

市財政の規模に比例するものであり，ある時代

に繁栄を経験した都市が，経済構造の変化に伴

う産業の盛衰の中で，都市の規模を望ましい水

準に何とか維持・管理しようと努めるのは当然

のことである。英国の場合，サッチャリズムの

時期を経て，都市経営の経済政策的な側面で

「文化」への意識が高まり，「文化」を誘因の梃

子として人を集め，それに伴う新たな投資を呼
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び込むという戦略的な議論が一般化したといえ

るだろう。最も分かりやすい形でこうした取り

組みが強化されたのは，観光客の誘引であるが，

とりわけコンベンション事業などを通したビジ

ネス需要への対応が焦点を集めてきた。こうし

て，大規模で高機能を備えたコンベンション会

場のほか，宿泊施設，アクセス交通網の整備な

どが，都市にとって投資の課題となり，都市間

の競争も徐々に激しさを増してきている。こう

した動きは，狭義のビジネスコンベンションに

限られたものではなく，主にサッカー場などと

して機能する大規模スタジアムの運営のような

局面にも当てはまる。

　経済活動を誘致する要素の一つとして，文化

的要素を考えてみると，通常の経済活動の立地

をめぐる議論とは少々異なった論点がそこで浮

上してくる。通常の産業立地論に置いては，ほ

とんどの要素は抽象化され，数値に換算され，

経済合理性が追求されることになるのだが，文

化的要素はしばしば数値への還元が困難であり，

また，特定の場所に固有の（他の場所では代置

できない）価値として立ち現れ，単純な経済合

理性の追求を許さない。そして，まさしくこの

点が，従来型の産業立地における合理性追求の

中で優位性を失った地域が見出した，経済的な

浮揚の足掛かりなのである。もちろん，空間の

中で，数値に還元される要素の競争で産業立地

を促進する，という観点がなくなったわけでは

ない。しかし，他の場所と代置ができない，そ

の場所固有の価値を全面に押し立てて演出し，

ユニークネスを主張しながら人や投資を呼び込

むという戦略の重要性は，都市経営の現場で，

かつてないほど強く意識されるようになってい

る。こうした傾向は，英国でも日本でも，また

先進諸国のどこでも広く共有されつつある。

　このように，それぞれの背景を踏まえて英国

における都市経営の場で重要性を増してきた

「欧州」と「文化」という二つのキーワードで

あるが，同時に，この両者がしばしば強力に結

びついて展開されるという面にも注目しておく

必要があるだろう。欧州の一員として，欧州に

も開かれた文化（必ずしも欧州起源の文化とは

限らない）を共有しようという姿勢が強調され，

欧州を含め，国内外からの来訪者を増やし，投

資を迎えるというロジックは，英国の諸都市が，

様々な場面で動員するものとなっている。こう

した現状を招来した（唯一の，ではないとして

も）決定的に重要な契機は，EUが指定する

「欧州文化都市」として選定されたグラスゴー

の経験であった5）。

　「欧州文化都市」とは，順番に毎年一カ国ず

つ選ばれた EU加盟国が，自国内の一都市を

「欧州文化都市」として選定し，各種の文化事

業への取り組みを奨励するというものである。

EUとしては，選定された都市に特別な予算措

置をするわけではない。しかし，これに選定さ

れた都市は，文化事業が数多く展開される当該

年を中心に観光客などが大幅に増加するため，

経済効果は小さくない。

　「欧州文化都市」の順番が初めて英国に回っ

て来た 1990年に選定されたのは，スコットラ

ンドの伝統的な産業港湾都市であるグラスゴー

だった。グラスゴーは当該年の前後に一連の文

化事業を大々的に展開し，コンベンション関連

施設の整備と新たな観光資源の構築に成功し，

「衰退した産業都市」から「新しい文化都市」

へとイメージの脱皮に成功して広く注目を集め

た。このグラスゴーの成功は，英国の諸都市の
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行政当局に影響を与え，多くの都市が文化を都

市づくりの重要な側面と認識するようになった。

　その後，「欧州文化都市」の事業は名称を「欧

州文化首都」と改め，2008年には再び英国に

順番が巡ってくることとなった。2008年の欧

州文化首都候補には英国各地の多様な都市が名

乗りを上げ，2002年から 2003年にかけてその

選考過程がしばしばメディアの注目を集めた。

最終的に選出されたのはリヴァプールであった

が，一次選考によって 6都市に絞り込まれた中

に残ったバーミンガムなどを含め，選考の過程

では，欧州というアイデンティティと文化を通

じた地域振興をめぐって，様々な言説がメディ

アに露出し，社会に浸透していった6）。

　欧州文化首都の取り組み自体は，最終的には

もっぱら一つの都市だけに関わる一連のイベン

トに過ぎない。しかし，この過程に参加した諸

都市は，バーミンガムのように最終的に選出さ

れなかった都市を含め，「欧州」と「文化」を

都市経営のキーワードに掲げて多様な事業を展

開している。その意味では，欧州文化首都の取

り組みは，広く英国における都市経営政策に影

響を及ぼすものでもある。以下，本稿では，

2008年欧州文化首都の候補都市として名乗り

を上げたものの最終的には選から漏れることに

なった，英国第二の都市バーミンガムを例に7），

選考過程で市当局から公表された報告書の内容

を踏まえながら，都市経営における欧州関係の

取り組みと文化を通じた地域経済活性化の試み

について検討を加えていく。

II　『バーミンガムのルネッサンス
（再生）』（2003年）を読む

　バーミンガム市は，EU地域内の都市自治体

の協力組織であり，また EUに対して一種のロ

ビー団体として機能している「ユーロシティー

ズ Eurocities」に初期から参加し8），また，独

立した部局（現在の名称は「欧州国際局 Euro-

pean And International Division」）を設けて，

単なる自治体国際交流の域を超えた，国際的な

事業の受け入れを模索してきた。2002年から

2003年にかけて展開された 2008年欧州文化首

都への立候補キャンペーンは，結果的に成功し

なかったとはいえ，バーミンガムにとっては都

市のアイデンティティを市民に対しても，また

英国全国に対しても，そして少なくとも建て前

の上では欧州全体に対して表明する機会となっ

た。

　欧州文化首都へのキャンペーンの過程で，バ

ーミンガムがどのような都市像をアイデンティ

ティとして表明したのか，またそこにはどのよ

うな「演出」があったのかを検証する上で，最

も有効な資料となるのが，『バーミンガムのル

ネッサンス（再生）：いかにして欧州資金は当

市を再活性化したのか』と題された報告書であ

る（Birmingham City Council, 2003）。この報告

書は，裏表紙に「2008年には欧州文化首都バー

ミンガムへおいでください Be in Birmingham 

2008 a European Capital of Culture」というキャ

ッチフレーズが刷り込まれているように，欧州

文化首都の候補地選定の過程で関係者に広く配

布されたものである。この報告書の構成は，目

次を参照して頂きたい（図 1）。以下，本章では，



図 1　『バーミンガムのルネッサンス（再生）』目次 Birmingham City Council （2003, p. 3）
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必ずしも報告書の構成には従わず，「産業構造

の改革」「中心市街地の再開発」「コミュニティ

の再生」という論点にそって内容を整理し直し，

バーミンガム市当局が描く都市のアイデンティ

ティを明らかにしていく。なお，以下ではこの

報告書からの引用はページ数のみを表示する。

a） 産業構造の改革

　産業革命以来の工業都市としての伝統を誇る

バーミンガムは，1960年代半ばに工業都市と

しての繁栄を極めた後，構造的な諸問題を抱え

込むこととなった。労働党政権に代わってサッ

チャー首相率いる保守党政権が登場したのは

1979年であった。1980年代前半の段階では，

自動車など在来型の工業に依存する比率の高い

バーミンガムにおける産業の不振は極めて深刻

であり，失業率などの指標は最悪の状態にあっ

た（p. 8）。

　この状況は容易には好転せず，英国全体とし

ては雇用が拡大した保守党政権下の 1980年代

においても，バーミンガムでは雇用が後退し続

けた。1980年代当時に指摘されていたバーミ

ンガムの問題点としては「新規雇用創出力の弱

さ」「男性肉体労働者を雇用していた部門の衰

退」「市場のニーズに合った技能やサービス経

験のない者からなる長期失業者や無業者の存

在」「（小規模起業が重要な時代であるのに）自

営の伝統の欠如」「古い産業施設（新しい産業

の受け皿とならない）」「知識産業が求める人材

の欠如」などがあった。こうした声を受け，

1984年に公表された報告書『バーミンガムに

おける経済開発のための優先課題 Priority for 

Economic Development in Birmingham』では，

・経済開発の対象を産業誘致にとどめず，対

象を広げる

・社会的に不利な立場にある人々を，経済再

生の重要な部分として位置付ける

・市当局自身の資源を，優先課題の取り組み

に組み込む

・多様な資源，特に EU資金を動員して，投

資を刺激する

といった方向性が明示された（p. 9）。

　当時は保守党政権の下で，それまでの公的資

金による開発行為が縮小され，民間ベースの競

争的投資による開発へと大きく舵がきられた時

期であり，都市自治体は国庫補助に多くを期待

することが徐々に難しくなっていた。さらに中

央政府に直結した都市開発公社が自治体とは別

個に設定されることにより，開発行為の主導権

は動揺していた9）。そうした状況の中で，都市

自治体が新たに EUの資金に注目したのは半ば

必然的なことであった。

　バーミンガムは 1983年以降，構造的な経済

不振に陥っていることを理由として，EU資金

の導入をめざして働きかけを進めた。1984年

に最初に EU資金が提供されたのは，前年から

建設が始まっていたアストン・サイエンス・パ

ーク（工業団地）の計画であった。以降，バー

ミンガム市は，様々な事業に，様々な規模で

EU資金からの補助を受け，都市再生を進めて

きた。その主力となったのは，ERDF（欧州開

発資金）と ESF（欧州社会資金）であった10）

（p. 9）。

　ERDFは，ハード面の開発から，産業育成ま

で様々な使途に用いることができる資金であり，

バーミンガムへの投資された EU資金の中核と

なった。ESFは，教育や職業訓練など，主に

社会的格差の是正に資するような，ソフト面の



図 2　おもな経済指標にみるバーミンガムの経済回復　Birmingham City Council （2003, p. 10）
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開発に使うことができた。バーミンガムは

1980年代後半から，「産業が構造的問題を抱え

た地域を対象とする」と定められた「目的 2」

に該当する地域であると認定され，ERDFと

ESFの受け入れを継続的に進めることとなった。

また，「一般的な地域における就業支援事業を

対象とする」「目的 3」に則った資金も受け入

れている11）。

　EU資金を受け入れて以降，およそ 20年の

間に，バーミンガムの経済は大幅な改善をみせ

た。失業者数は，最悪だった時期の 3分の 1以

下に改善し，1970年代初頭の水準まで押さえ

込まれた。もっとも，それでも英国の中では厳

しい状況にあり，失業率は全国平均のほぼ 2倍

の高水準で推移している。生産額は成長し，

1995年基準で換算（補正）した値でも 120億

ポンドに達している。一般世帯の可処分所得は

ほぼ倍増し，雇用と自営を合わせた就業者総数

は 20年前よりやや減少したが，1993年以降は

事業所の雇用が堅調に増えている。専門的なサ

ービス，対事業所サービスの部門が急成長して

おり，新規事業者の参入は，全国平均を上回る

水準で推移している（図 2）（p. 10）。

　バーミンガムの再生は，その主要な部分が中

央政府からの補助金や国内からの民間投資によ

って担われてきたことは間違いないとしても，

EU資金や，欧州からの民間投資が上乗せされ

ることによって財政的に大きく支えられてきた

ことは明らかであり，バーミンガムの再生は

「現代ヨーロッパの都市」の一員としてもたら

されたものである。バーミンガム市当局は，通

算で 3.74億ポンド，市と共同で事業に取り組



写真 1　
ICC一帯：道路を隔てて南東
側から撮影
奥左手がコンサートホール
現在はコンサートホール前に
観覧車が設置されている
2003. 02. 26.

写真 2　
ICCコンサートホールのコン
コースの壁面に埋め込まれた
パネル
2003. 02. 26.

写真 2右側のパネル（ベンチの背後の EUのシンボルの入ったパネル）の内容

The construction of the Birmingham International Convention Centre was financed in part by grants from the 
European Regional Development Fund.

Birmingham City Council is proud of its partnership with the European Commission in helping to regenerate 
the City. This project is one of many supported by European funds through the Birmingham Integrated Devel-
opment Operation （1987―1992）.
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む事業体は 1.25億ポンドを，EUの提供する構

造資金から得てきた。欧州との関係は，資金の

導入にとどまるものではなく，ユーロシティー

ズを通じた都市自治体間の情報交流などにつな

がっている。バーミンガムが欧州の他の都市か

ら学んだ点としては，

・ハイテク産業，知識産業の重要性，そして

企業と高等教育機関のシナジーが鍵となる

こと

・金融サービスや（調査，会計，保険などの）

専門サービス（それ自体も知識産業）の充

実が他産業の振興に繫がること

・情報（ICT）技術に適合した教育訓練を受

けた労働力養成の必要

・現代的な，物理的・電気的インフラの整備

などがある（p. 11）。労働力の再教育やインフ

ラの整備が優先的な政策課題として取り組まれ

るようになった背景には，欧州の諸都市との経

験交流があったのである。

b） 中心市街地の再開発12）

　産業構造の改革や中心市街地の再開発などを

含む近年のバーミンガム市の都市経営政策の全

体的な流れにとって，政策の起点として重要な

契機となったのは，会場の名をとって「ハイベ

リー」と通称される，1987年に開催された賢

人会議である13）。バーミンガムの都市経営戦

略を構想するために，広く各界の声を集約する

という意図をもって開かれたこの会議では，市

全体の経済活動の後退によって著しい衰退の様

相を見せていた市街地中心部の問題が重要な論

点の一つとなった。もともとバーミンガムでは，

1960年代にモータリゼーションに対応した道

路整備が積極的に取り組まれ，市街地中心部に

おいても，市役所や主要駅であるニューストリ

ート駅を含む CBDを取り囲むような形で，内

部環状道路が形成されていた。しかし，ハイベ

リー会議では，内部環状道路の存在が，市街地

中心部に大気汚染や交通渋滞といった問題をも

たらしているという批判がおこった。また，城

壁のように中心部を取り巻く自動車道路が人の

流れの障害になっていることも問題視された。

こうした問題は，交通ネットワーク体系の見直

し（内部環状道路に流入する交通量を規制し，

より外側の中部環状道路を整備し，交通量をそ

ちらへ誘導する），内部環状道路の部分的な路

線変更や一部街路の完全歩道化などの取り組み

を含めた，中心市街地の再開発という成果に繫

がった。市役所の前のヴィクトリア広場の整備

をはじめ，中心部の市街地再整備に投じられた

ERDF資金は 1500万ポンド以上に達した

（p. 15）。

　こうした中心市街地における再開発によって，

オフィス・スペースの供給は質量ともに改善さ

れ，高次の専門サービス業を誘致する受け皿と

なった。量的な面でみても，1985年以降オフ

ィス・スペースの供給は 50％ 以上増加したと

いう。その結果，バーミンガムはコンピュータ

産業においても金融サービスにおいても，ロン

ドン大都市圏の外では英国最大規模の集積が形

成されるに至った。また，ビジネス・ツーリズ

ムは年間 3億ポンド相当の規模と推定されてい

る（pp. 11―14）。

　質の高いオフィスの提供から，道路網の整備，

市街地の再開発に至るまで，多様なスケールに

おけるインフラ整備が自治体行政主導で進めら

れ，同時に若年労働者や失業者を対象とするも

のをはじめ，広く労働力の再教育が進められた



写真 3　
ブルリング（部分）：南側か
ら撮影
奥右手の曲線的な建物が，核
店舗の百貨店 Selfridge
奥中央の高い建物は，再開発
前の旧ブルリングから残され
たオフィス・ビル Rotunda
奥左手は，聖マーティン教会
2003. 10. 29.

写真 4
ブルリング（部分）：南西側
から撮影
手前右手が，聖マーティン教
会
なだらかな斜面（階段）を見
上げる形で撮影されている
写真 5のネルソン像はほぼ中
央の樹木の右側，出入り口の
上，写真 7の空き店舗はほぼ
中央の樹木の背後の位置とな
る
2003. 10. 29.
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結果，特に 1990年代以降，バーミンガムでは

情報関連などハイテク産業の立地が加速された。

研究開発型の企業を対象とした工業団地の整備

や，ベンチャー支援基金の創設などが取り組ま

れたが，特に小規模のベンチャー起業を支援す

るような仕組みを設け，そこに欧州資金の支援

を仰ぐというパターンでのベンチャー支援策が

積極的に取り組まれた。コンピュータ関連を中

心としたハイテク部門だけでなく，デザインや

ファッションなどクリエイティブで付加価値の

高い部門，あるいは宝飾加工や自動車関連など

バーミンガムが伝統的な優位性を発揮できる部

門における小規模起業にも，様々な支援策が用

意された（pp. 24―30）。

　また，ビジネス・ツーリズムへの対応策も，

ハイテク産業や専門サービスと並ぶ，バーミン

ガムの新たな産業の 3本柱の一つとして意欲的

に取り組まれた（p. 23）。コンベンション関連

施設が整備されるとともに，関連施設が誘致さ

れ，市街地内の運河や公園，既存の建築物など

を，観光資源として活用するための再開発など

が取り組まれた。

　とりわけ注目されるのは，14億ポンドあま

りの建設費のうち 5億ポンドを ERDF資金か

ら調達して建設され，1991年に開設された

ICC（国際コンベンション・センター）とその

周辺である（写真 1）。バーミンガムには，中

心市街地から離れた，南部の郊外に英国有数の

大規模展示場である NEC（ナショナル・イグ

ジビジョン・センター）があるが，ICCは中心

市街地の活性化と連動する形で提起されたもの

であった。もともと荒廃した運河施設が集まっ

ていた地区である市街地中心部の西側に位置す

る ICCは，有機的に関連する形で配置された

中高級ホテルやナイトライフの場を提供する飲

食業の集積を出現させ，周辺の景観を劇的に変

貌させた。現在では，ICCの一帯には，民間に

よる投資によって 8000とも 9000ともいわれる

規模の雇用機会があり，この地を訪れる観光客

は年間 100万人といわれるまでになっている

（pp. 16―17）。

　バーミンガムは，特に 1990年代以降，ビジ

ネス・ツーリズムのみならず，一般の観光客な

どの入れ込みを増大させることにも意を払って

いる。文化芸術分野への投資の拡大によって，

「文化とは無縁の産業都市」というイメージを

払拭することが目指され，欧州文化首都への立

候補も，その集大成としての取り組みという側

面があった。BCSO（バーミンガム市交響楽

団）は，1920年に創設された伝統あるオーケ

ストラであるが，1991年に ICCが開設され，

その施設の一つとして良質のコンサート・ホー

ルが確保されたことで評価が一層向上した。ま

た，1998年には BCSOの恒常的な拠点となる

BCSOセンターが，500万ポンドの建設費のう

ち 75万ポンドを ERDF資金から調達して建設

された（p. 33）。バーミンガム市当局は，この

ほかにも各種の美術ギャラリー（ガスホール，

IKON，ウォーターホール）や劇場（バーミン

ガム・レパートリー，ヒッポドローム）の再整

備に取り組み，それぞれに欧州資金を獲得して

いった。ランドマークとなるような主要な施設

の整備ばかりでなく，比較的小規模な取り組み

でも同様の展開があり，黒人文化芸術センター

やジュエリー・クォーター・ディスカバリー

（伝統的に宝飾加工関連の工房などが集中して

いた地区の展示施設）などにも，欧州資金から

の資金提供がなされた。さらに，箱ものばかり



写真 5　
ブルリング（上段の通路）：
南側から撮影
手前の銅像は，歴史的にブル
リングのランドマークとされ
てきたネルソン像
かつて置かれていたのと平面
図上はほぼ同じ位置にあるが，
下に地上 1層分のフロアが建
設されたため，土台がかさ上
げされた形になっている
2003. 10. 29.

写真 6　
ブルリング（ニューストリー
ト側の入り口）：北側から撮
影
飾り付けのある通路の奥に聖
マーティン教会の尖塔が見え
る
ネルソン像はこの通路の突き
当たりに位置する
2003. 10. 29.
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でなく，観光旅行宣伝活動やホテル関係従業者

の職業訓練などにも，ERDFを中心とした欧州

資金の導入が進められた（pp. 34―36）。

　ICC周辺を中心とした中心市街地西部の再開

発は，民間投資の誘導，雇用の創出という意味

でも大きな成功をおさめた。これに続いて，中

心市街地中央部の南縁，バーミンガム・ニュー

ストリート駅に近接する大ショッピングセンタ

ー「ブルリング」の再開発が民間投資主導で

2003年秋に完成し14） （写真 3～6），さらに中

心市街地東部では，2001年に職業訓練施設な

どが入館する「ミレニアム・ポイント」がラン

ドマークとして建設されたのをはじめとする一

連の大規模再開発が，2005年現在も継続中で

ある。計画上は，一連の再開発が完成した段階

で，ブルリングで 8000人，中心市街地東部の

再開発地区で 12000人の雇用を達成することが

見込まれている（写真 8）。ブルリングでも，

東部でも，内部環状道路の一部を（半）地下化

して，人の流れを活かす方向が模索されるなど，

再開発手法の基本的なアイデアは西部の経験を

活かしたものとなっている（pp. 18―19）。

c） コミュニティ再生への投資

　欧州資金導入による恩恵を受けているのは中

心市街地だけではない。バーミンガムの郊外に

は，多民族が集住する状況や局地的に高い失業

率などによって特徴付けられ，多くの社会問題

を抱えている地区がある15）。

　こうした地区におけるコミュニティ再生への

取り組みにも，欧州資金は導入されており，主

に黒人労働者に起業のための場所と資金を提供

することを目的とした 3B（ブラック・ビジネ

ス・イン・バーミンガム）プロジェクトや，起

業支援，職業訓練，（主に女性労働者のための）

託児施設などに場を提供する施設である CREC

（コミュニティ・ルーツ・エンタープライズ・

センター）に ERDFからの資金が投じられた。

さらに，荒廃の象徴ともいわれた中心街ソーホ

ー・ロードを全面的に改修し，街頭や公共スペ

ース，歩道，駐車場，そして街頭監視カメラな

どを整備した事業では，エスニック・コミュニ

ティの拠点としてこの地区をテコ入れするとい

う観点から事業費 320万ポンドのうち，ERDF

から 130万ポンドが投じられた。この街路整備

事業が呼び水となって，この地区には民間投資

も 520万ポンドが投じられたといわれている

（pp. 38―41）。

　このような荒廃した郊外における再開発投資

の金額は，中心市街地に対するものに比べれば，

ささやかな，限定的なものでしかない。しかし，

問題を抱えた地区に資金を投下し，失業者のみ

ならず，独り親（特に母親）やホームレスなど

社会的弱者の立場に置かれている人々に（直接

／間接に）投資することには，ERDFのみなら

ず ESFからも多額の資金が流入している。長

期失業者，エスニック・マイノリティ，女性を

それぞれ対象としたものなど，様々な職業訓練

の取り組みに対して，1994年以来 ESFからは

累積 1.5億ポンド以上が導入されている

（p. 43）。

　先に言及したハイベリー会議を踏襲し，2001

年に開催された「ハイベリー 3」では，近隣レ

ベルのコミュニティの強化が重要であると強く

主張された。その背景には，中心市街地や

NEC周辺で実現したような経済活性化を他の

郊外地域にも波及させたいという考え方がある

ようだ。



写真 7　
ブルリング（空き店舗）：
TAKE YOUR PLACE IN 
EUROPE＇S NEW SHOPPING 
CAPITAL　UNIT TO LET
とある
2003. 10. 29.

写真 8　
ブルリングの求人情報宣伝車
（市役所前のヴィクトリア広
場）：
2003. 10. 29.
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　以上，3つの論点に整理して示したように，

『バーミンガムのルネッサンス（再生）』は，バ

ーミンガムの現状と，バーミンガムの活性化に

欧州資金が果たしてきた役割を広く紹介した上

で，

・すべての取り組みが成功したわけではない

が，一連の取り組みの中で「やればでき

る」という文化がもたらされたことが重要

・すべての問題が解決したわけではなく，失

業率が極端に高い地区もあるし，欧州資金

の現行制度が見直される目処である 2006

年までに解決する見込みはない

・欧州資金の獲得は決して容易ではなく，手

続きを適正に踏み，説明責任を果たし，さ

らに様々な形で影響力を行使していかなけ

ればならない

という 3点を報告書全体の総括として提示して

いる。さらに，EUの東方への拡大を視野に入

れ，今後の EUが政策の見直しを迫られること

を踏まえつつ，2006年以降も構造問題が深刻

な課題として残り，また，都市の発展なしに欧

州の経済成長が見込めない以上，従来バーミン

ガムが多くの恩恵を受けてきた「産業が構造的

問題を抱えた地域を対象とする」資金提供は何

らかの形で継続されるべきであるという主張が

締めくくりとして述べられている（pp. 50―51）。

III　バーミンガムにおける「欧州」と
　　「文化」の射程

　もともと，前章で紹介した報告書は，

2008年の欧州文化首都への立候補に伴って用

意されたものであり，そこでは当然のこととし

て，「欧州」との関係が強調され，同時に「文

化」の面におけるバーミンガムの特長が繰り返

し主張されている。欧州との関係は，もっぱら

再開発計画への欧州資金の貢献の記載として言

及されているほか，簡単にではあるが，ユーロ

シティーズの活動などを通した欧州諸都市との

経験交流から，政策への示唆を得ていることが

言及されている。しかし，実際のところ，（港

湾都市ではなく）内陸に位置する産業革命以降

の新興産業都市であるバーミンガムには，欧州

との歴史的紐帯はほとんど存在せず，欧州との

伝統的連係を強調するようなストーリーを組み

立てることはできなかったのであろう。

　しかし，欧州資金を積極的に導入してきたバ

ーミンガム市当局の実践は，欧州との関係を示

すものとして必ずしも有効なものとはいえない。

EUの中で経済情勢が堅調な英国は，資金面で

も相当の貢献を EUに対して行っている。バー

ミンガムに限らず英国内でしばしば強調される

欧州資金の意義や，「EUのおかげです」とい

ったニュアンスを含んだスローガン（写真 2）

にもかかわらず，欧州資金の英国内の構造不況

地域への投下は，もともと英国が負担して EU

に提供した資金の環流という側面がある。そう

であればこそ，EUが東方に拡大し，英国内の

産業不振地域よりも，東欧諸国へと支援の焦点

が移ることを，バーミンガムをはじめ英国内の

都市自治体関係者は強く警戒しているのである。

ERDFにせよ，ESFにせよ，名称には欧州が刻

印されているとしても，実質的には英国の資金

と見なすことが可能であり，サッチャリズム以

降において変則的形態をとることとなった一種

の国庫補助金と捉えることができるだろう。

　それでは「文化」についてはどうか。現代の

英国社会において「文化」という言葉は多様な



写真 9　
ブルリング（公設市場）：北
側から撮影
ネルソン像前から，公設市場
方向を眺望
2003. 10. 29.

写真 10　
ブルリング（屋外市場）
ブルリングは建設中
聖マーティン教会にも補修工
事の囲いがある
2003. 02. 26.
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含意をもち得るが，バーミンガムの主張におい

ても，また，欧州文化首都に立候補した他の都

市の言説においても，「文化」への言及は，半

ば紋切り型のパターンに埋没している。そこで

は，一方では高尚なエリート的芸術文化（交響

楽，バレエ，舞台劇など）への関与が強調され，

バーミンガムにおける BCSOのように公的資

金で支えられている芸術の担い手への貢献が強

調されるとともに，他方では，主として旧英領

植民地から英国へ移住してきた人々やその子孫

からなるエスニック・マイノリティ集団の存在

が，多文化主義にもとづく共生の実践として，

誇らし気に強調される。

　実際には，明瞭なセグリゲーションといえる

かどうかは別として，カリブ海地域や南アジア

にルーツがある民族集団が都市圏の中で特定の

地域に集中して居住するといった傾向があるこ

とは事実である。また，英国社会で主流派とな

っている白人の立場からみれば，エスニック料

理店での食事を時折楽しむといったレベルでの

接触16）を超えて，他の民族集団と恒常的に接す

る機会は限定的なものにとどまっているという

のが実際であろう。そして，そのような日常的

生活文化のレベルにおける多文化主義が取り組

まれている場合においても，その実践は，高尚

な文化とはほとんど何も接点をもたないまま展

開されるのが常態となっている。

　このように，少々意地の悪い見方をすれば，

欧州との関係の強調にせよ，文化都市の標榜に

せよ，必ずしも実態を反映したものではなく，

欧州文化首都を目指す上で持ち出されたレトリ

ックに過ぎない，と断じることもできるかもし

れない。しかし，一方では，そうしたうがった

見方では捉えきれない，無視できない事実も少

なからず存在するのである。

　例えば，ビジネス・ツーリズムの興隆の結果，

バーミンガムでは大陸からの来訪者が確実に増

えている。また，もともと自動車関連産業など

の蓄積があったバーミンガムは，自動車産業の

国際的な再編の中で，欧州からの民間資本の投

資を積極的に受け入れてきたという経過がある。

さらに，大規模な再開発事業によって最先端の

商業集積として 2003年に生まれ変わった「ブ

ルリング」は「欧州文化首都」をもじったかの

ように「欧州の新しい買い物首都 Europe＇s 

New Shopping Capital」という宣伝文句を掲げ，

一方ではフランスをはじめとする欧州各国のブ

ランドものを扱う店鋪を並べ，同時に飲食店や

食材販売においても欧州各国との結びつきを想

起させるような演出がしばしばとられている。

こうした点を踏まえると，報告書で強調された

欧州との紐帯は，むしろ今後に向けた課題なり，

可能性として提示されているものだと理解すべ

きなのであろう。

　一般市民の認識も，また，広く英国内外に共

有されている認識においても，バーミンガムは

製造業に依存した過去の産業都市というイメー

ジに塗りつぶされている。1980年代以降にバ

ーミンガム市当局が，地域の活性化のためにと

った戦略は，経済のソフト化，サービス化の流

れに乗って産業構造を改革することであり，そ

れは一定の成功をおさめている。『バーミンガ

ムのルネッサンス（再生）』と標題を掲げたこ

の報告書は，なかなか認知がされていないこう

した努力の成果を総括することで，バーミンガ

ムの都市戦略の方向が「欧州」との紐帯を重視

し，「文化」を経済活動に取り込む方向へ進ん

でいることと，そうした取り組むが及ぶ射程を，



写真 11　
ブルリング（屋外市場）
ブルリング完成後
買い物客には高齢者と南アジ
ア系住民が目立つ
2003. 10. 29.
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市民にも，外部者にも伝えようとしたものであ

り，読み取るべきなのは，バーミンガムが，一

定の具体的成果を踏まえて主張する都市として

の新しいアイデンティティの内容なのである。

　報告書が結論で自ら述べるように，一連の取

り組みはすべてがうまく運んだわけではない。

少し注意深く観察すれば，ブルリングにも出店

のあてがない空き店鋪がぽつりぽつりと散在し

ている（写真 7）。しかし，仮に現状における

到達地点が不十分なものであるとしても，将来

に向けたバーミンガムの都市経営上の方向性が，

経済のソフト化，サービス化，そして高次化を

見据えた経済政策や社会政策であり，そこでは

「文化」指向が導入され，欧州との紐帯が特に

重視される，というシナリオが揺るぎのないも

のであることは，報告書の文面のみならず，バ

ーミンガムの市街地を観察することでも，明瞭

に読み取ることができる。例えば，いわば内陸

型のウォーターフロント再開発である運河の再

整備を考えても，古い産業施設の再生であり，

また産業遺構の観光資源化であり，単なく産業

振興策でも，文化政策でもなく，文化を取り込

み経済活動を刺激し，成功体験を通じて市民に

誇りと自信を回復させようという射程をもった

政策なのである。

　ブルリングの再開発に際しては，隣接して設

けられていた公設の小売り市場のリニューアル

が平行して進められた（写真 9～10）。一般市

民にとって，バーミンガムの商業的繁栄を象徴

し，しばしば郷愁とともに記憶される公設市場

は，屋内市場も，屋外市場も，近代的な施設に

更新され，ブルリングの隣接地に存続している。

2003年秋に，ブルリングの開設から間もない

時に現地を訪問した際には，市役所に併設され

ているギャラリーの一角で，ブルリング再開発

についてのパネルや模型の特別展示とともに，

新旧の公設市場で働く人々の姿を捉えた写真展

が開催されていた。書店には，ブルリングの開
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設にあわせて出版された大型の写真集（いわゆ

るコーヒーテーブル・ブック）などが山積みに

され，著者のサイン会も催されていた。写真を

通した過去への郷愁の視線も，現在を記録する

という意識も，再開発のプロジェクトと調和す

るように動員され，組織化されているのである。

　公設市場を訪れている買い物客は，ブルリン

グよりも高齢者が目立つような印象があるが，

公設市場は単に過去の遺物として残存している

わけではない。今日では，市場を拠点とする小

規模な店鋪の経営者には，明らかに南アジア系

と思われる者が少なくない（写真 11）。市場

の活気は，この都市に新たに流入する人々によ

っても支えられているのである17）。報告書で

感じられた「文化」というキーワードをめぐる

分断を繫ぐ手がかりは，このような施設の配置

と，その間を行き交う人の流れが生み出す，都

市の活気の中にあるのだろう。

注　　　　　　　　
1）文化経済学の入門書であるスロスビー
（2002）は，都市再生と文化産業について以
下のように言及している（pp. 195―197）。

　　　「概して，一九五〇年代と六〇年代は，芸術，
とくにエリート芸術が都市生活に不可欠な要
素として認められ始めた時代であったと考え
られる。一九七〇年代は，個人とコミュニテ
ィの発達，参加，平等主義，都市空間の民主
化といった概念の周辺に政策の統合がなされ
た時期であり，都市生活における文化的，社
会的，環境的側面が注目されるようになって
きた。しかし，一九八〇年代から九〇年代に
かけて，都市環境の文化にかんするこの種の
ソフトなアイデアは，都市の文化開発の経済
的可能性というハードな概念に道を譲る傾向
になってきた。例えば，雇用や収入の面で地

域経済への経済的利得を最大化することや，
経済活力の中心としての都市のイメージを宣
伝普及すること，衰退している都市区域の社
会的物理的な再生への積極的な経済力として
の文化の選択があげられる。

　　　現在では，グローバル化という現象および
それが都市の文化的・社会的生活にもたらす
インパクトとどう折り合っていくのかが，政
策の焦点である。」（p. 196）

2）1992年のマーストリヒト条約によって 1993

年から発足した EU（European Union）は，
EC（European Community）などから発展し
て形成された国家連合体である。一般的には
「ECが EUになった」と理解（誤解）される
ことが多いが，EU発足後も，執行機関とし
ての ECは存続しており，地域政策に関わる
資金提供の執行なども，ECが引き続き担っ
ている。本稿の話題に関しても，用語を厳密
に意識すれば，むしろ時期に関係なく「EC」
で統一する方が適切であり，ここで実際に行
っているように，時期に関係なく「EU」と
するのは少々乱暴であるとも考えられる。

　　　しかし，例えば，ECの地域政策について
の包括的な著作の冒頭で，辻（2002, p. iv）は，
その書名を『EUの地域政策』としたことに
ついて，「現在の EUは，当初の EECから発
展した ECを基礎に，1992年のマーストリ
ヒト条約によって形成されたものである。し
かし，共同体の地域政策は正確には EUのう
ちの EC（欧州共同体）によって実施される
ものである。」と確認した上で，「EUの方が
ECよりも広く知られていること」を理由に
EUという表現を優先させている。

　　　本稿の議論において主要な資料として取り
上げる，Birmingham City Council （2003）に
おいても 1992年以前を含めて EUとする表
現が用いられており，市役所の各部局に対す
る聞きとりにおいても，EUという表現が一
般的に（溯及的な用法を含めて）用いられて
いたこと，またバーミンガムに限らず，英国
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内の他の都市における聴き取りにおいても同
様の状況があったことを踏まえると，辻
（2002）に準じて EUを優先した表現をする
ことには，合理性があるものと判断される。

3）室田（2002, p. 137）によれば，EUからの資
金の柱である構造基金のうち，全体の 94

％ は「加盟国イニシアチブ」と呼ばれる「加
盟国が地域開発計画を欧州委員会に提出し，
加盟国と欧州委員会の交渉を経て，加盟国の
提案した開発プログラムを欧州委員会が採択
する方法」によって配分されており，また
「基金による支援は加盟国や地方の肩代わり
をするものではなく，EU自身の政策と位置
付けられており，このため，支援を受けてい
る地域の当該国は，支援を受けている間は，
その地域に対してそれまで実施してきた公共
投資のレベルを引き下げてはならないとされ
ている」という。EUからの資金という建前
はあっても，その具体的な分配の決定には，
加盟国政府の意向が強く反映されるのである。

4）都市開発資金の調達に限らず，現在の英国の
地方行政の様相は，1980年代に保守党のサ
ッチャー政権が推進した地方自治改革の帰結
という色合いが強い。サッチャー政権の地方
自治改革については，邦文でも多数の文献が
ある。さしあたり，君村・北村（1993），高
寄（1996）を参照。

5）1985年にアテネが最初に選ばれて始まった
この事業の名称は，2004年までは欧州文化
都市（the European City of Culture），以降は
欧州文化首都（the European Capital of Cul-

ture）である。
　　　欧州文化都市は，当初は各年 1都市の指定
であったが，加盟国の増加や誘致競争の過熱
化などを踏まえ，2000年には例外的に 9都
市が指定され，さらに 2001年以降には，各
年 2都市の指定が可能となった。この方針は，
2005年からの欧州文化首都にも引き継がれ
ている。欧州文化首都については現在，2019

年までの継続が決定している。

　　　なお，1990年に欧州文化都市となったグ
ラスゴーの取り組みについては，山田
（2003）で簡単に言及している。

6）2008年の欧州文化首都の選考は，2000年に
始まり，当初は 12都市が立候補した。2002

年 10月には第一次選考を通過した 6都市が
発表され，最終的には 2003年 6月にリヴァ
プールが 2008年の欧州文化首都に決定され
た。

　　　立候補都市のうち，一次選考で落選したの
は，ベルファスト，ブラッドフォード，ブラ
イトン（およびホウヴ），カンタベリー，イ
ンヴァネス（およびハイランド地方），ノリ
ッジ，二次選考に残ったのは，最終的に選ば
れたリヴァプールのほか，バーミンガム，ブ
リストル，カーディフ，ニューカッスル（＝
アポン＝タイン）／ゲイツヘッド，オックス
フォードであった。

7）以下の論述において，バーミンガムに関する
基礎的な事実関係については，各種のウェブ
サイトのほか，Berg（1999）を参照したが，
いちいち典拠としては示していない。

8）ユーロシティーズについては，山本（2004）
に概要が紹介されている。バーミンガムは，
バルセロナ，リヨン，ミラノ，フランクフル
ト（＝アム＝マイン），ロッテルダムと共に，
1986年にユーロシティーズを結成した創設
メンバーである。

　　　公式ウェブサイトの記載によると，ユーロ
シティーズは現在，正規加盟 118都市のほか，
準加盟 18都市があり，さらに提携都市など
もあって，EU圏外も含めた欧州の多数の都
市をネットワーク化している。http://www.

eurocities.org

　　　英国の都市では，バーミンガムのほか，ベ
ルファスト，ブラッドフォード，ブリストル，
カーディフ，エディンバラ，グラスゴー，キ
ングストン =アポン =ハル，リーズ，リヴァ
プール，マンチェスター，ニューカッスル /

ゲイツヘド，ノッティンガム，シェフィール
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ド，サウザンプトン，が正式加盟都市となっ
ている。2008年の欧州文化首都へ立候補し
た都市（特に一次選考を通過した都市）との
重複に注意しておきたい。

9）サッチャー政権下で，都市政策の柱として，
また労働党系都市自治体への対抗手段として
導入された都市開発公社（UDC: Urban De-

velopment Corporation）については，時期に
よる性格の変化もあり，その評価をめぐって
は様々な議論がある。さしあたり邦文では，
イギリス都市拠点事業研究会（1997）所収の
諸論文を参照されたい。

　　　バーミンガムの市街地中心部に近い工業地
域を対象とする都市開発公社として，1992

年に設立されたバーミンガム・ハートランズ
都 市 開 発 公 社（Birmingham Heartlands 

UDC）は，プリマスとともに，都市開発公
社としては最も遅い第 4期の設立ということ
になる。1998年まで存続したバーミンガ
ム・ハートランズ都市開発公社には，
1992/1993会計年度から 1996/1997会計年度
まで，合わせて 4千万ポンド近い補助金が中
央政府から投じられた。この間，民間からの
投資も積極的に行われ，レバレッジは非常に
高い数字を示していたという（1995年時点
で 4.6倍）。邦文では，イギリス都市拠点事
業研究会（1997, pp. 264―268）を参照。

　　　なお，現在，地域開発に関わる中央政府に
直結した行政組織としては，ブレア労働党政
権成立後の 1999年に制度化された地域開発
庁（Regional Development Agency）があるが，
その性格は都市開発公社とは大きく異なり，
より広い地域を対象に多数のプロジェクトに
関わる調整機関としての色彩が強い。バーミ
ンガムを含むウェストミッドランズ地域につ
いては，地域開発庁の一つとして，アドヴァ
ン テ ージ・ウ ェス ト ミ ッド ラ ン ズ
（Advantage West Midlands）が設立されてい
る。

10）ERDF（European Regional Development 

Fund）は EUの地域政策の最も大きな柱で
あり，1975年に設けられたが，1988年の構
造基金改革を経て規模が拡大し，現行の形態
に至っている。この間の事情については，辻
（2002, pp. 57―111）を参照。

　　　ESF（European Social Fund） は，ERDF

以前から存在していた。辻（2002, pp. 44―
45）は，「ローマ条約に基づいて 1960年に発
足した ESFは，その当初の形態では，地域
政策の真の手段ではなかった…（中略）…と
ころが，1971年の ESF改革は，それまでよ
りも明確に，その活動の一部として，地域政
策の一翼を担うようになった」と述べた上で，
実際には「さして強力な要素とはならなかっ
た」と評価している。

11）ERDFの「目的」は時期によって異なってい
る。ここで「目的 2，3」と記述されている
のは，第 3期（2000―2006）の用語としてで
ある。それ以前の時期の用語との対照につい
ては，辻（2002, pp. 151―155）を参照。

12）近年におけるバーミンガムの中心市街地再開
発に関しては，邦文でも中原・加藤（2000），
加藤（2002）などの報告がある。特に，鈴木
（2004）は，ごく簡単ながら，欧州文化首都
への立候補と落選についても触れている。

　　　また，都市開発公社の事業を中心にまとめ
られたイギリス都市拠点事業研究会（1997）
にも，都市開発公社による事業ではないとわ
ざわざ断った上で，バーミンガムの運河地区
の再開発について触れたコラム（pp. 276―
277）がある。

13）ハイベリー（Highbury）は，バーミンガム
市長を経て国会議員となり，商務相，植民地
相などを務めた大物政治家ジョセフ・チェン
バ レ ン（Joseph Chamberlain, 1836―1914）
のバーミンガムにおける私邸として 1880年
に完成した。名称は，チェンバレンがかつて
住んでいたロンドンの北部の地名に由来する。
このチェンバレンは，蔵相，外相を歴任し，
ノーベル平和賞（1925年）を受賞したオー
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スティン（Austin Chamberlain, 1863―1937）
と，その異母弟でバーミンガム市長，保健相，
蔵相を経て首相（1937―1940）となったネ
ヴ ィル（Arthur Neville Chamberlain, 1869―
1940）の父である。

　　　なお，文中にもあるように，新世紀を迎え
た 2001年にはバーミンガムの将来像を論じ
る「ハイベリー 3」と称する賢人会議が開催
されたが，その会場はハイベリーではなく，
ICCで あ っ た（Birmingham City Council, 

2001）。
14）現在のブルリング（Bullring）については，
公式サイトを参照。http://www.bullring.

co.uk

　　　ブルリングは，バーミンガムの中心市街地
の南側から中心市街地のある丘へと登ってい
く斜面の途中に位置しており，古くから，聖
マーティン教会に隣接して市の立つ場所とし
て市民に親しまれていた。名称は，家畜とし
て取引される牛を留め置く囲い（bull ring）
に由来するという。1809年にはネルソン提
督像が建立され，以降，バーミンガムの中で
人々が多く集まる象徴的な場所となった。

　　　1833年には現在のブルリングの西翼と重
なる位置にマーケット・ホール（Market 

Hall）が整備された。この建物はガス灯など，
当時としては最新鋭の設備をもっており，以
降，永く市民に親しまれた。マーケット・ホ
ールは，1940年の空襲で破壊され，壁面だ
けが残ったが，その後も 1962年に再開発の
ために撤去されるまで，屋根がない状態のま
ま市場として使用されていた。

　　　バーミンガムの経済状態がよかった 1960

年前後には，ブルリング一帯の再開発が構想
され，自動車の便を考慮した内部環状道路を
貫通させるとともに近代的ショッピングセン
ターの整備や，南西側の隣接地への各種市場
の展開が始まった。こうして建設された
（旧）ブルリングは，1963年から 1964年に
かけて，段階的に供用された。現在も残る円

筒形のオフィス棟「ロトゥンダ（Rotunda）」
もこのとき建設されたものである。

　　　この（旧）ブルリングは，永年バーミンガ
ム中心部のランドマーク的存在であったが，
施設の老朽化や，市街地の再開発に伴う人の
流れの変化を受けて，全面的な再開発が必要
だと認識されるようになった。再開発の議論
は 1980年代からあったが，1990年代には民
間主導で計画の具体化が進められた。最終的
に，現在のブルリングの建設はバーミンガ
ム・アライアンス（Birmingham Alliance）
と称する民間の共同事業体によって担われた。
再開発事業は 1999年から着手され，2001年
には（旧）ブルリングが解体され，本格的な
建設が進められて，2003年に現在のブルリ
ングが開業したのである。

　　　ブルリング周辺の歴史については，Price

（1989）を参照。
15）代表例として，1980年代初頭に犯罪多発地
区としてセンセーショナルに報道された通称
「ハンズワース」地区を含む，バーミンガム
北西部が挙げられる。スミス（1985＝1992）
は，この「ハンズワース」地区における犯罪
の実態が人種性を反映していないにもかかわ
らず，認知においては人種性が存在するとい
う状況を，地元の新聞の報道などを手がかり
に分析した先駆的な論文である。

16）バーミンガムは，いわゆるバルチ（balti）料
理の発祥地としても知られている。これは南
インド系の鉄鍋を使った料理であるが（より
広義には鉄鍋料理以外も含めてこう称するこ
ともある），バーミンガム（ないしは近傍の
ウェストミッドランズのどこか）で 1970年
代後半に原型が成立し，急速に普及するよう
になったものとされている。バルチは，バー
ミンガムでは白人層にとっても日常的な（安
上がりの）外食の選択肢となっているし，観
光パンフレット類の中でもバーミンガム独自
の料理であることが強調され，推奨されてい
ることが多い。
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　　　さしあたり，バーミンガム大学さくら会
（日本人会）による，下記のページを参照さ
れたい。

　　　http://bhamsakurakai.at.infoseek.co.jp/

balti/balti.htm

17）Henry et al. （2002） は，近年におけるバーミ
ンガムの都市再開発投資を，グローバリゼー
ション，世界都市，といった文脈から批判的
に検討する議論を紹介した上で，「下からの
グローバリゼーション」という論点から，エ
スニック・マイノリティの経済活動が都市の
活性化につながる可能性について問題を提起
している。
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